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三菱ＵＦＪ年金ニュース三菱ＵＦＪ年金ニュース三菱ＵＦＪ年金ニュース

財政運営基準の見直しに関し、回復計画の策定期間10年の適用に

ついて行政回答がありましたのでご案内します。

【前提（これまで確認している内容）】

【行政回答（要旨）】

⇒平成25年3月末基準以降で、回復計画の策定期間を極力長く確保して

おきたい場合は、平成24年3月末基準で前提を見直して、予め延長して

おくことが必要。

ポイントポイント

• 回復計画の策定期間10年が可能なのは平成24年3月末が最後となる。

（平成25年3末以後は原則7年）

• 平成25年3月末決算からは、原則として7年間での策定となるが、既に回復計画を実施中の制度につ

いては従前の最終年度までの期間（最大で平成34年度までの9年間）を使用することができる。

• 平成24年3月末基準で「継続実施」だった場合（最終年度は最大で平成33年度）でも、回復計画の前

提を見直して回復計画を「再策定」することができる。これにより、最終年度を平成34年度まで延

長することができる。

• 前提の見直しは、例えば運用利回りの前提を「０．０１％引下げる」や「最低責任準備金付利率を

０．０１％引上げる」ことなどが考えられるが、年金数理人が適切に判断すること。

⇒図解は次頁ご参照

※Ｈ24年3月末までの経過措置
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＜積立要件の引上げスケジュールと回復計画期間（10年→7年）の関係＞

• 「積立要件」が引上げになる（予定）のは平成25年3月末の財政検証からとなる。

• 一方、「回復計画期間」が10年から7年に短縮化されるのは、基準日が平成24年4月1日（経過措置終

了後）からとなる。

• 但し、既に回復計画を策定している場合には当該回復計画の終了年度までの計画期間とすることがで

きる。

⇒この場合、平成25年3月末基準以降で、回復計画の策定期間を極力長く確保したい場合は、

平成24年3月末基準で前提を見直して、予め延長しておくことが必要。

積立要件引上げスケジュール
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平成24年3月末までに非継続基準に抵触し、10年の回復計画を作成、平成24年4月以降の財政
検証において当該回復計画を継続実施または再策定するケース
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